
商号又は名称 住　　　所 電　話　番　号

###-###-####

申請者役職 兼任先役職氏名 兼任先の商号又は名称

西予市に測量・建設コンサルタント等に係る入札参加資格審査申請書類を提出し、又は提出を予定している系
列会社の状況

商号又は名称 電　話　番　号

（１）親会社 　　有 　　無 （該当するものを☑すること）

住　　　所

取締役代表取締役 西予　太郎 株式会社　〇〇補償コンサルタント

（２）子会社

（３）役員の兼任

　　有 　　無 （該当するものを☑すること）

　　有 　　無 （該当するものを☑すること）

株式会社　〇〇測量設計 〇〇県〇〇市〇〇□丁目□－□



（業種区分） ←以下、希望するすべての業務について作成してください。（別葉にすること。）

請負代金の額 着工年月

(千円) 完成(予定)年月

R3年6月

R4年2月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

記載要領

１　本表は、業種区分別又はその他の営業の種類別に作成すること。

２　本表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

３　下請については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。

４　｢測量等対象の規模等｣は、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。

５  「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

測　量　等　実　績　調　書

測量

発　注　者
元請又は
下請の別

件　　　　　名 測量等対象の規模等 業務履行場所

○○市 元請 ○○○○委託業務
路線測量　○○km
用地測量　○○㎢

○○市 7,000

　　　　　　　　以下、記入要領に従って記入してください。



以下、記入要領に従って記入してください。

記載要領

１　本表は、種類欄に記載した業種区分（「測量」、「建築関係建設コンサルタント」、「土木関係建設コンサルタント」、「地質調査」、「補償関係コンサルタント業務」、

　　「その他」）ごとに作成すること。

２　「所属営業所」の欄には、技術者が主に勤務する営業所名を記載すること。

３　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

４　「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位を記載すること。
５　当様式にかえて、令和７・８年度国土交通省地方整備局等測量・建設コンサルタント等業務競争参加資格審査申請書　様式④のほか
　　記載事項が当様式に準じるものであれば任意様式での提出も認めます。

取得年月日

本店 ○○　○○ 測量士 平成○○年○月○日 ○○○測量業務

技　　　　術　　　　者　　　　経　　　　歴　　　　書

（業種区分） 測量 ←以下、希望するすべての業務について作成してください。（別葉にすること。）

所属営業所 氏　　名
法 令 に よ る 免 許 等

実　　務　　経　　歴 実務経験年月数
名　　称

　　　年　　　月

　　　○年○月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

　　　年　　　月

㊟申請者が建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償関係コンサルタン

ト業務を希望し、かつ登録業者であるときは、各登録規程による現況報告書

の写しの提出があれば､当該業種に係る「技術者経歴書」の提出を省略する

ことができます。


